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１．はじめに 

2012 年 7 月 12 日、九州北部豪雨が竹田市を襲い

大きな被害を受けた。1990 年の竹田市水害から 22

年ぶりに再度被害にあった竹田市では当時どのよう

な状況だったのか。また、竹田市社会福祉協議会とし

ての災害発生時の対応を中心に振り返り、竹田市内の

被災地域２か所の当時の状況と日常の取り組み、２ヶ

所の事例から得られた教訓の考察を行う。そして、「災

害時の対応は特別なもの」ととらえるのではなく、日

常生活の延長線として考え、日頃からのつながりに着

目して水害後の復興をはかっている。 

図 1 竹田市位置図（竹田市提供） 

（１）竹田市の状況 

大分県の西部、熊本県と宮崎県の県堺にある、人口

24,423 人、65 才以上の高齢化率 40.8％（平成 22 年

国勢調査時）の山間地域。北に久住山系、西に阿蘇外

輪山、南に祖母山系と 3 方向を山に囲まれており、

それぞれ山系からの河川が竹田市中心で集まる地形

となっているため、昔から河川の氾濫等、水害が比較

的多く発生している地域である。 

 

（２）災害発生時の状況 

2012 年 7 月 12 日未明から降り出した雨は早朝に

かけ竹田市など豊肥地域を中心に記録的な大雨とな

った。午前７時ごろまでに３時間雨量は 135 ミリを

記録、竹田市観測史上最大となった降り始めからの累

加雨量は、251 ミリとなった。 

今回の豪雨災害による被害は、2012 年 7 月 30 日

現在、人的被害、死者 2 名・負傷者 3 名、住家及び

店舗等の被害、全壊 11 戸・大規模半壊 15 戸・半壊

68 戸・一部損壊（半壊に至らない）189 戸、床上浸

水 182 戸、床下浸水 79 戸、公共施設災害は竹田市文

化会館を含み 11 施設、農林施設は耕地、水路施設等

を含め 3,519 件となっている。今回の被害地域は、中

心市街地に近い地域と、中山間地域に当たる 2 か所

が極めて大きな被害を受けた。 

当日、竹田市社会福祉協議会では、九州ブロック地

域福祉研究会議長崎大会に参加するため、役職員が朝

5 時 30 分から集合していた。しかし雨と雷が激しか

ったため、午前 8 時に参加の最終判断をするため本

会の事務所に待機していた。 

午前 6 時過ぎに阿蔵地区に住んでいる本会の職員

から、職場に「家屋が浸水しているので、どこに避難

すればいいか」との電話があり、竹田市総合運動公園

に避難するよう伝える。その後職員が竹田市総合運動

公園に向かい現地の調査を行った結果、竹田市文化会

館付近の住民が避難しており、多数の家屋が浸水して

いることを知る。 

さらに、地域住民が本会事務所（福祉避難所の指定

を受けている）に避難してこられ、行政職員と避難所

の運営にあたった。全身が雨でぬれたり、どろだらけ
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になった方が避難してきたことで、これはただことで

はないと思った職員が多かった。 

 

図 2 被災当日写真（竹田市山手地区） 

午前 6 時ごろには、避難勧告、避難指示と次々と

避難情報が発令された。市の災害対策本部が発表する

被災状況の情報を頼りにしていたが、孤立者救助、行

方不明者の捜索が最優先であること、土砂崩れや浸水

等による道路の通行止めや渋滞により被災状況の把

握が難しく、情報が入らなかった。 

本会の介護保険事業、ヘルパーやデイサービスの利

用者等の安否確認や職員の被災状況の確認、各担当支

所内の被害状況等の収集には相当の時間を要した。ま

た、竹田市は 2007 年から災害時要援護者台帳を作成

しその管理を本会が行っていたが、災害が発生した直

後「台帳の使用」を考える余裕がなかったこと、雨や

水が多く避難ができなかった等活用されなかった。 

このように、被災時の状況は情報が思うように入ら

ないこと、避難所開設による混乱や予想もしていなか

った災害対応に戸惑う形で過ぎて行った。 

 

２．被災地域住民の状況 

（１）竹田市山手自治会 

竹田市の中心街から近く、1990 年の水害が発生し

た際も被災した地区である。自治会員は 120 名ほど

で世帯数は約 70 世帯、高齢化率 37.1％。高齢化によ

り高齢者夫婦やひとり暮らし高齢者が多い。日常から、

自治会だよりの発行や自治会の行事（グラウンドゴル

フ大会を月一回）を開催しており、お互いに顔の見え

る関係を築いている。 

被災当日をふり返る元自治会長は、深夜から続く雨

に不安な夜を過ごしていたが、前回のような被害はな

いと思っていた。市の発令する避難勧告や避難指示は

雨の音でよく聞こえなかったが、外を見ると水が出始

めたのであわてて 2 階に移動した。写真にある水位

まではあっという間に増えてその後すぐに引いて行

った。 

 

図 3 山手自治会水害の様子（元自治会長提供） 

水が引いた後、自治会内の家々を回り避難を促した

時、台所のシンクに乗って震えている人もいたという。 

救助に来た消防署職員に、「○○さんの所には先に

救助してほしい。」との指示を出しながら、すべての

家を周り最後に避難所へ行った。日頃から近所付き合

いがあり、どの家に高齢者や避難支援が必要な人がい

るかを知っているためにできたことだと話を伺った。

実際に被害にあうと、自分から助けてほしいとはなか

なか言えない人がいること、また、思いのほか被害が

大きくなると予想していなかったことも後からの調

査で分かった。また、今回の災害で約半数の 33 世帯

が被災し、移転先の住居で生活している世帯は 8 世

帯あるという現状もわかっている。お互いに顔の見え

る関係を構築していたが、高齢化が進むにつれ、情報

を収集し判断（＝早めに避難）すること、避難経路の

確認、ならびに避難場所への移動が困難であったこと

から、新たな取り組みが必要なのではないかと思った。 
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（２）久住地域白丹地区 

旧久住町の山間地にある白丹地区は、24自治会319

世帯で高齢化率が 39.8％である。今回の水害では土

砂災害による被害が多かった。22 の家屋や倉庫が土

砂災害で被災した。土砂災害で全壊となった家屋があ

ったが、早めに避難していたので難を逃れた。この背

景には、被災当日深夜から続く雨に「おかしい」と感

じていた住民は、早くから警戒をしていた。また、地

元消防団もいち早く警戒に回るなどの活動を行って

おり、危険地域や避難支援が必要な方々は、消防団や

自治会内で声掛けをしていたという。当時を振り返る

消防団役員からは、普段の活動の中で、「だれがどこ

にいてどのような状態」なのかをある程度把握してい

たという話を聞き、ここでも日常の活動や隣近所の関

係が減災に役立ったのだと感じた。 

白丹地区の住民は結束力が強い。しかしながら、住

民同士では特に意識していない。普段の生活の中で、

「何かしら集まって話をしている。」ことや、だれと

もなく始めたソフトボールの試合を見かけると、農作

業帰りにそのまま参加するといった話もあるくらい

にお互いが積極的な関係作りをしている。 

全国的に、いわば意識的に取り組んでいる「サロン

活動」が生活の一部として、ごく自然に行われている

「地域の文化」がある強みなのだと思う。 

（３）2か所の事例から得られた教訓 

高齢化率がいずれも 40％近い中で、地域住民が自

ら率先して行動を起こしていることから、高齢化が進

み担い手がいない、自分たちがやらなくてはという気

持ちが強いことがわかる。また、良いところも悪いと

ころもお互いがよく知っている。これは個人情報をあ

る程度知っている（年収だとか本当にプライベートな

情報は除く）環境にあるので、救助の優先順位や危険

地域の早期避難につながったことがわかった。普段の

付き合いの中から、「この人は助けてと言えないな。」

ということがわかっているので、気にかけて聞く仕組

みができていると感じた。 

課題として今回の水害を受けて、災害時に自助、共

助、公助といった、それぞれが担うべき役割と重なり

合った領域での「連携」に問題があった。お互いが「な

にをどこまでする」といった情報の共有がされていな

いことがあげられる。 

たとえば、竹田市が作成している『竹田市地域防災

計画』には、「地震、水害、その他の災害」といった

それぞれの災害時対応について行政機関の動きが記

されているが、その内容についてはあまり知られてい

ない。地域で生活する人が「言われていないから」と

知らないままにするよりは、「聞きに行く」、行政とし

ては周知に努めるなど互いに自分たちの役割など確

認する、また協議する機会が求められる。 

このように、地域住民と行政または社会福祉協議会

等が一方通行ではなく相互理解の関係を構築するこ

とが大切なのではないかと感じた。 

 

３．災害復旧・復興対応 

（１）災害ボランティアセンターの設置 

大分県、大分県社会福祉協議会（県社協）、竹田市、

竹田市社会福祉協議会（市社協）各担当者出席による

「災害ボランティアセンター設置検討会議」を 2 回

にわたり開催し、被災者の復旧復興の支援を行う「竹

田市災害ボランティアセンター」の設置を 7 月 13 日

（金）午前 10 時に決定した。 

設置にあたり、竹田市民生委員児童委員協議会の協

力と大分県内、九州ブロック社会福祉協議会の応援を

受け運営することとした。設置場所の選定にあたり、

駐車場等広い敷地と被災地に近い場所が必要である

ことから、市の担当課と協議を行い竹田市総合運動公

園に設置した。コンテナハウスを４棟借り、ボランテ

ィアセンターの拠点とした。設置のための費用は、赤

い羽根共同募金会の「災害準備金」を活用して進めて

いった。災害ボランティアセンター設置に必要な資機

材の調達等、運営の体制を整備する時間的な有余も必

要であったため、7 月 15 日（日）午前 9 時から開所

した。ボランティア募集範囲は県内在住者とし、ボラ

ンティアの受付並びにボランティアの依頼受付は電
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話番号等早めに確保できたので、災害ボランティアセ

ンター開所前に 7 月 14 日（土）午後１時から受付を

開始した。ボランティア受付や災害ボランティアセン

ター設置等を広く周知するために、大分県のホームペ

ージ掲載及びマスコミ各社への報告、大分県社協のホ

ームページ掲載、竹田市のホームページ掲載及びケー

ブルテレビでの周知、フェイスブック及びツイッター

のアカウントを作成し情報発信を始めた。 

 
図 4 竹田市災害ボランティアセンター 

（２）運営および実施について注意したこと 

1990 年の水害時には、自衛隊や被災した住民の知

人、親戚といった近親者の対応がほとんどであり、今

回のようなボランティアによる家屋のどろ出しや片

づけ等は行われていなかった。被害にあわれたほとん

どの方が、ボランティアセンター設置によって多数の

ボランティアが片づけなどを手伝ってもらえること

を知らなかった。また、自分の被災した家屋の復旧に

「ボランティア」の力を借りることに抵抗のある方も

多く、自分から「片づけを手伝ってほしい。」と申し

出る方は当初は少なかった。「申し訳ない。」「自分よ

りも大変なところを手伝ってほしい。」「お金がかかる

のではないか？」といった遠慮の気持ちや不安な気持

ちを、多くの方が持っていた。その不安を解消するた

めに、地元民生委員・児童委員や社協職員が被害にあ

われたお宅に訪問し、または避難所に伺い災害ボラン

ティアセンターの内容やボランティアによる作業に

ついて説明も行った。その後、徐々に災害ボランティ

アセンターを利用される方々も増えていった。 

ひとり暮らし高齢者世帯、高齢者夫婦世帯の多い竹

田市では、水害の被害によるどろ出し、家財道具の移

動など力仕事のボランティア要請が多かった。1 世帯

の活動人数は、作業内容によって、10 人から 30 人と

いった人数で活動する場合がほとんどであることか

ら、お伺いする家の状況によって、活動するボランテ

ィアの男女比を調整することも行った。たとえば、一

人暮らしの女性の家に訪問する際には、男性ばかりだ

と驚かれる方もいるため女性のボランティアを入れ

話し相手になってもらうなどの配慮も行った。 

また、ボランティアから見るとガレキに見えるかも

しれないが、ご家族にとっては大切な思い出の品々で

あること、記念撮影などはしない等の配慮も十分活動

する上の注意事項としてボランティアには伝えてい

った。 

（３）ボランティア活動の状況 

 災害ボランティアによる支援活動は 26 日間にわた

り行われ、主な活動は、屋内及び敷地内のどろ出し作

業、家具の移動、濡れた畳上げ、屋敷拭き掃除、ゴミ

及びどろの運搬などであった。 

 

図 5 活動するボランティア 

 （写真：竹田市社会社会福祉協議会提供） 

竹田市外からの個人や企業によるボランティアも

多く、特殊機械及び特殊技能によるボランティアや、

職域によるボランティア団体、他市の消防団等様々な

方に来ていただいた。竹田市外から来られた方は地元
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の地理に詳しくないため、道案内は竹田市民生委員児

童委員や竹田市在住の方を中心にお願いをした。 

ボランティア数は表１のとおりで、一日平均約 130

名の方が竹田市の復旧・復興のため訪れた。ボランテ

ィア活動に慣れている方から初めてのボランティア

活動という方など様々な人が訪れ、年齢層も幅広かっ

た。災害ボランティアセンター設置期間中は猛暑日が

続いたが、ボランティアの方々は被災者に寄り添いな

がら懸命に作業をされた。 

表 1 ボランティアの活動状況 

場所(期間) 

総合運動公園及び竹田市総

合社会福祉センター 

2012.7.15～8.9（26 日間）

ボラン 

ティア数 

(延数) 

団体数 119 団体

団体人数 2,237 人 

個人人数 1,394 人 

人数合計 3,631 人 

活動件数(延数) 304 件 

終了件数(活動世帯数) 196 件 

（資料：竹田市社会福祉協議会提供） 

（４）今後の課題 

本会の災害ボランティアセンター活動は、被災され

た方が日常生活に戻る最低限の復旧作業の支援とし

ていたが、市民からの相談はその範囲内のものばかり

ではないため、ご依頼と活動のマッチングに苦慮した。 

ご依頼の聞き取りは、電話だけでは活動に必要な人

数、資器材の把握が難しいため、訪問して現地調査を

行った。特に災害対応経験があるスタッフによる調査

が有効で、作業内容だけでなく、ご依頼者の心身の状

況まで聞き取り感じ取れるスキルが必要だが、対応で

きるスタッフが少ない。 

災害ボランティアセンター閉所後の事務処理につ

いて、赤い羽根共同募金の災害準備金など様々な財

源で活動していたためその活動及び精算報告や、視

察研修、調査依頼対応など、開所している際には気

付けなかった事務処理が、閉所後に必要となり、対

応に追われた。 

ボランティアセンターの環境もトイレの数が少な

く男女のトイレを並べて置いたことで女性のボラン

ティアさんが使いにくいと感じたことや更衣室が準

備できなかったことが課題であった。 

今後も、市社協の本来業務であるボランティアセン

ターの業務の中で被災者支援を行い、一日も早い復

旧・復興ができるよう努力が必要と感じた。 

職員については、災害ボランティアセンター立ち上

げの研修等を行い、市民向けには、災害ボランティア

の養成を行うなどの取組みが必要と感じた。 

 

４．普段からの関わり・知ってもらうこと 

災害時の復旧復興や要援護者支援は日常の活動と

は切り離せないものであり、災害時だから特別になに

かをするということではない。特に、自助・公助・共

助といった動きが、互いに連携し協調性をもった動き

ができないと復旧・復興は進んでいかないことが振り

返りの中で分かってきた。災害が発生してからお互い

の関係を築き、役割分担をしているようではかえって

混乱してしまう。集まって顔を合わせることで顔と名

前と所属が一致し、その中で、お互いが持ち得る情報

やできることを出し合って協議する。特にできないこ

とをお互いに出し合って、「どうすればできるように

なるのか」を話していかなければならない。 

（１）市町村災害ボランティアネットワーク 

そのような視点から、大分県、大分県社会福祉協議

会、竹田市、竹田市社会福祉協議会を中心に、竹田市

内にある各種団体、民生委員児童委員協議会、防災士

会、消防団、建設業協会、LP ガス協会、薬剤師会等

多様な団体との関係作りをおこなっている。 

初回の会議では、お互いに何をしている団体なのか、

また 7 月 12 日の災害時にどのような動きをしていた

のかといった話を共有した。 

この会議では新しい発見や気づきが生まれたこと、

特にお互いに知っておいた方がよいことが分かった。

普段民児協とあまり接点のない団体は、災害時に民生

委員児童委員が要援護者の安否確認や避難支援につ
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いてどのように取り組んだのか知ることができた。 

また、年１回から 2 回の会議では、顔の見える関

係は構築できないと参加者の意見として出てきたこ

とがよかった。今後もお互いに顔の見える関係づくり、

情報と意見交換を重ね災害時の対応に取り組んでい

きたい。 

 
図 6 竹田市災害ボランティアネットワーク会議の様子 

（写真：竹田市社会福祉協議会提供） 

 

（２）要援護者支援の視点から 

今回の水害を受けて、災害時要援護者台帳は、作る

ことが目的ではなく、作っていく過程で多くの方が関

わることで状況を「知っておく」こと、（水害の場合）

災害が発生しそうな場合に「あらかじめ避難を開始す

る」ために使用することが目的でありとても重要なこ

とであることがわかった。災害の前は、民生委員や自

治会長を通じて、「要援護者」となりうる方約 1200

人が、「手上げ」により登録していた。台帳の作成に

当たっては、個別の説明や緊急連絡先等の記述が不十

分であった要援護者もいたため、十分に機能が発揮で

きていない現状も改善する必要がある。 

要援護者となる方々は、災害が発生してから「要援

護者」となる場合と、普段の生活から援護が必要とな

っている方がいる。見落とされがちなのは、災害が発

生し、避難所などに避難することで生活環境や習慣が

変化し、援護を要する状態になる方で、いつも行って

いる病院や福祉施設に行けなくなると体調を壊しや

すい人もいる。また、災害で職場がなくなり、経済的

に困窮するなど、高齢者だけが要援護者となるわけで

はないこと。そして、自分から助けてほしいと言える

人はまだまだ少ない。周りが気づく環境を整えるため

に、どのような方が「要援護者」となり得るのかとい

った情報の提供が必要となる。そのために研修会等を

開催し「知ってもらうこと」を推進する。ただし、個

人情報が関わってくるので、その情報取り扱いについ

ても本人はもちろんのこと、協力者や関係団体との協

議が必要となってくる。 

 

５．おわりに 

今回の竹田水害を受け、個人のできること（自助）、

行政機関のできること（公助）そして、多様な支援の

可能性がある各関係機関や地域住民のできること（共

助）、この 3 つの力が歩調を合わせ災害の対応を協議

することにより、日常のつながりがとても重要である

ことの確認ができた。まだまだ協議は必要ではあるが、

これまでのように「災害時の対応は特別なもの」では

なく、日常の生活の延長線上にあること。そして、災

害はいつ起こるかわからない。だからこそ、これから

減災・防災対策はもちろん、隣近所の声かけ活動、関

係機関の情報共有等の「日常の取り組み」が必要とな

ってくる。 

最後に、私たち社会福祉協議会の職員は、地域住民

と一緒になり、地域の現状を正確にとらえ、要援護者

対策の方向性と目標地点を一緒に考え、そこに到達す

るためにできることをしっかりとやっていかなくて

はならないと思う。地域住民は一緒になって汗をかき、

知恵を絞ることやらない職員の話に耳を傾けること

はないと経験上感じている。このような姿勢を忘れる

ことなくこれからも竹田市で頑張っていきたい。 
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